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2022年 2月 28日 

株式会社シティアスコムとの「資本提携に関する基本合意書」の締結について 

西日本フィナンシャルホールディングス（社長 村上 英之、以下「当社」）は、2 月 25 日に    

株式会社シティアスコム（社長 藤本 宏文、以下「シティアスコム」）との間で、「資本提携に   

関する基本合意書」を締結しましたので、下記のとおりお知らせします。 

記 

１．基本合意の概要 

 当社とシティアスコムは、2022 年 10 月中を目途に、必要な関係当局等の許認可等が      

得られることを条件に、当社が、シティアスコムの普通株式を取得※1 し、シティアスコム

を当社の連結子会社とすることについて合意しました。 

※1 取得する株式数、株式取得の相手方、条件等については現時点では未定です。 

２．背景・目的 

足もとの経営環境は、コロナ禍の長期化やそれに伴うデジタル化・DX の加速、SDGs/ESG、

特に脱炭素化への意識の高まりなど、目まぐるしく変化しています。このような中で、当社   

グループは、金融にとどまらない多様なソリューションを地域のお客さまに伴走型で提供 

していくことが、地域金融機関としての使命であると考えています。 

シティアスコムは、創業以来 50 年にわたり、システム開発・IT サービス提供を中心に    

事業展開している九州でトップクラスの ICT 企業です。このような会社を当社グループに    

加えることによって、DX 支援等のより高度な One to One ソリューションを、より多くの地域

のお客さまに対して提供することが可能になると考えています。 

また、DX を推進するデジタル人財（以下「デジタル人財」）の獲得競争が激しくなる中、     

当社のブランド力とシティアスコムの人財育成のノウハウを融合させることで、優秀な   

デジタル人財の獲得・育成にもつながるものと考えています。 

当社グループは、グループ一体となって伴走型企業支援に注力し、お客さまとの共通価値

を創造することによって、地域経済の活性化と持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 
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【シティアスコムの概要】 

名 称 株式会社シティアスコム 

所 在 地 福岡県福岡市早良区百道浜 2－2－22 

代 表 者 代表取締役社長 藤本 宏文 

設 立 日 1971 年 1 月 

資 本 金 4 億 4200 万円 

従 業 員 数 

483 名（2021 年 4 月時点） 

（注）IT 有資格者数※2 延べ 1,114 名 

※2 国家資格の情報処理技術者および Microsoft 等の各ベンダー認定の IT  

関連資格者の数。 

事 業 内 容 

１．システム開発事業 

・企業向け受託開発、システムインテグレーション※3 

※3 システムの「コンセプト企画⇒設計⇒開発⇒導入⇒導入後の保守・     

管理」をワンストップで行うこと。 

・技術支援 

２．ソリューションサービス提供事業 

・DX 支援 

・クラウドサービス（データセンター、ネットワーク） 

・学校法人向けパッケージ販売 

・IT アウトソーシング※4 

※4 自社システムの運用・保守、自社システムに関する問い合わせ対応、

社員が使用する PC 等のセットアップ・最適化、等の業務受託。 

財 務 状 況 

（単位：百万円） 

（連 結） 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

売 上 高 10,618 10,278 

当 期 純 利 益 212 378 

総 資 産 8,448 9,077 
 
 

【2022 年 10 月以降のグループストラクチャー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

本件に関するお問い合わせ先 

経営企画部 江口・佐伯・藤丸 TEL 092-461-1852 

お客さまの課題解決西日本シティ銀行

長崎銀行

九州カード

西日本シティTT証券

NCBリサーチ＆コンサルティング

九州債権回収

西日本信用保証

クレジットカード業
信用保証業

銀行業

銀行業

金融商品取引業

調査研究・経営相談・
有料職業紹介業

債権管理回収業

信用保証業

システム

リース

株式会社 シティアスコム
連結子会社（本件）

株式会社 九州リースサービス
持分法適用会社（2021.11.25公表）

2022年 10月 西日本FHグループへ

デジタル化・DX化

SDGs/ESG
（脱炭素化への
意識の高まり）

社会環境の
急激な変化

グループ総合力の飛躍的な向上
（デジタル・DXソリューション力の強化＋リース機能の獲得）

～2022年 9月

「共通価値の創造」

地域経済の活性化 持続可能な社会の実現

etc


